
現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇ 務 業 目的 効果
 .手段 業 概要

 .意図 業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇ 務 業 環境変

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

件

, ,

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費

.

緑 公営 宅跡地 側 宅地造成 終わ 建築確認件数 減少 予測さ
社会経済情勢 変 伴い建築物 エネ 消費量

増加傾向 あ た 近 宅 省エネ 対 意識 高 長期優良
宅や 炭素建築物 建築物 エネ 消費性能 認定申請 増加

予測さ

成 日 限定特定行政庁 務 開始 た 成
建設 サイ 法施行 届出書 審査 パトロ

成 長期優良 宅 及 進法施行 長期優良 宅建築
等計 認定 務 開始 成 都市 炭素

進 関 法 エコ ち法 施行 炭素建築物新築等
計 認定 務 開始 た 成 度 建築物省エネ法
施行 性能向 計 認定 務 開始 た

成果指標

 . 務 業 開始 た背

件

％

 . 務 業 巻く状況 今 予測 う変わ た う

％
成果指標

建築基準法 適合 た建築物 建設 建築物 減少 図 安全性
高い建築物

建設廃棄物 法投棄 無く 建設資材 サイ 推進
長期 渡 使用 酸 炭素排出 抑えた環境 荷 配慮 た 宅
や消費エネ 向 図 た建築物 建設

建築確認申請 必要 建築物等 建設 建築主
建設 サイ 法 届出 通知 必要 工 発注者
建築物省エネ法 建築物 長期優良 宅 炭素 宅 建設 建築
主

件

件長期優良 炭素建築物 省エネ建築物 認定件数

人

目標目標
度度

予算 目標単 度

建築基準法 適合 た建築物 建設 建築物 減少 図 安全性
高い建築物

建設廃棄物 法投棄 無く 建設資材 サイ 推進
長期 渡 使用 酸 炭素排出 抑えた環境 荷 配慮 た 宅
や消費エネ 向 図 た建築物 建設

◇総 業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

建設 サイ 法 通知 届出件数

件

称

１～ 号建築物 完了検査件数

, ,

,

, , , ,

務 業及び各指標 変更

,

△ , ,
,

,, ,

, ,

,

, ,

.

目標

度

△ , ,

単

長期優良 炭素 宅 省エネ建築物 建築主

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

長期優良 宅 炭素 宅 省エネ建築物 割合 ％

無

称

１～ 号建築物 完了検査率 ％

度

人発注者

単

長期優良 宅 炭素 宅 省エネ建築物 認定件数 件

人建築主

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

建築確認申請 付件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返 業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

勝尾 由記子

建築基準法 建設 サイ 法 長期優良 宅 及 進法 都市 炭素 進法 建築物省エネ法

所属
部門

務 業 限定特定行政庁 務

成 務 業マネ メント ト 
務 業
性格

橋本 直樹課長

予算
科目

会計区 款 項

業期間

予算 業

度

目

線
建設都市整備課 建築

日

建築基準法 建築物等 確認申請 審査業務及び十勝総合振興局
進 業務
審査～建築基準法第６条第１項第 号 該当 建築物

振興局審査～建築基準法第６条第１項第１～ 号 該当 建築物
建設 サイ 法 基 く届出 通知 処理
建築物省エネ法 建築物 長期優良 宅 炭素 宅認定 審査

総合
計
体系

限定特定行政庁 務

件通知 届出 対象 工 件数

施策

都市空間 整備 効 土地利用 推進

法 根

快適 環境 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 支え ち く

訳 実績
度

,

業費計 ,

実績
度

業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従 人数

 一 般  源 △ , ,

 人工数 業務量

活動指標 件
件

人件費計

件
人

対象指標 人
人

件



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今 度 降 計

度

降

組

宅 構造や意匠 多様 従来 扱い 適用 いケ 発生 予想さ 海 や他 限定特定行政庁 音更
幕別 情報交換 行い審査業務 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

法 基 いた審査業務 行 法改 審査項目 増加傾向 あ 少数 人員 対応
い 効率的 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

民 利便性向 資 廃 休 い
目的 持 他 務 業 いた 統廃合 い

務 業 成果指標 さ
伸ば

建設都市整備課

. 業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

務 業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似 業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門務 業

維持 ○

建築物 エネ 消費性能 向 関 法 施行 省エネ性能 優 た 宅 認定
務 開始 た 長期優良 宅や 炭素 宅 合わ イベント等 制度 周知 図
成 度 建築技術職員 新規採用 たた 建築基準法講習会 積極的 参加

アップ 図
削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

建築

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

務 業 税金
投入 行わ ば

い

 建築基準法 基 く限定特定行政庁 建築確認処 行う必要 あ

審査対象 建築物 建築基準法 定 い た 大 縮小 い

法 基 く審査業務 適 実施 完了検査率 高く 都市 健全 形成 寄
向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 務 業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

申請者 確認申請等 審査 要 費用 徴 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

限定特定行政庁 務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 件

 人工数 業務量

活動指標
 

件
件

人件費計

 
棟

 

対象指標 所

 

 
 

訳 実績
度

事業費計

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

公共建築物 建設及び改修 い 施設 管理 所管課 依頼
現地調査 行い 工法 検討 設計作成及び積算 行う た 工事発

注後 工事監督員 し 工事監理 行う

総合
計
体系

公共建築物等設計 監理業務

件委 設計 監理

施策

安定した行 政運営 行政サ 推進

法 根

効果的 効率的 行政運営

基本目標

政策

民 主役 た自治 基 く ち く

成事業期間

予算 事業

度

目

線
建設都市整備課 建築係

日

所属
部門

事務事業 公共建築物等設計 監理業務

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

橋本 直樹課長

予算
科目

会計区 款 項

称

工事 設計 監理 件

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

山 大樹

政開始

－

所建築設備 外構整備等

単

棟建築物

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

建築設備 外構整備等 工事完成 所

無

称

建築物 工事完成 棟

度

.

目標

度

,
,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,, ,

タイ 工事 発注
使用者 配慮した設計 行う
適 工事価格 積算 行う

建設 改修 必要 公共施設 建築物 建築設備 外構設備 他
老朽 し解体 必要 公共施設

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

適 工事監理 行い工期 完成
公共施設 品質 確保

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

建築設備 外構整備等 工事発注

件

称

建築物 工事発注

 . 事務事業 開始した背景

所

 .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

棟
成果指標  

 
 

 

 施設 多く 老朽 進 改修 必要 施設 多い 今後 人口減
少 進 税 減 予想さ た 現在 数 公共施設 維持管
理し いく 難しい 施設 維持管理費 縮減 た 施設 廃 や統
廃合 検討 公共施設 イ サイク コ ト 検討し 適 修繕
計 進 必要 あ 災害復旧事業や東京オ ン ック 技術
者や職人 外 流出し 職人 足や労務費 昇 懸念さ 建設業者
や 海 情報交換 行い 適 積算 う努

工事発注 行う公共建築物等 設計 工事監理 建
築係 建築技術職員 行行 い

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

 件

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

所 施設 た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

営繕工事積算標準単価 使用し適 工事価格 積算し い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

公共建築物等設計 監理業務

 .改革 改善 期待成果

建築係

維持 ○

 近 十勝管 自治体 建築技術職員 確保 苦慮し い 今後 建築技術職員 足
予想さ 限 た人員 適 公共建築工事 設計 工事監理 行い 公共建築物 品質

確保 た 大規模 建設工事 工事監理委 行う必要 あ
成 度 建築技術職員 新規 採用 たた 技術研修や講習会 積極的 参加し 設

計 積算 キ アップ 図 削減

向

コ ト

増加

予算削減

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

施設 具合等 改善さ 支障 あ

事務事業 成果指標 さ
伸ば

建設都市整備課

度

組

度

降

組

大規模 建設工事 い 工事監理委

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

件

人件費計

戸

地震 建築物 倒壊被害 民 生命及び 産 民
心 全 暮 生活環境

 棟

 人工数 業務量

活動指標 件

対象指標 棟

 

 

訳 実績
度

,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

成 度 策定 た 芽室 耐震改修 進計 基 成
度 宅 耐震改修補助制度 創設及び木造 宅 無料耐震診断

実施 い 耐震改修費用 一部 補助 既存 宅 耐
震化 進 図 た 耐震化 必要 特定建築物 多数 民 利用

施設 公共建築物 次計 率先 耐震化 図

総合
計
体系

建築物耐震化 進事業

件宅耐震改修 補助申請

施策

全 心 暮 生活環境 く

法 根

災害 強い ち く 推進

基本目標

政策

快適 全 心 暮 支え ち く

成事業期間

予算 事業

度

目

線
建設都市整備課 建築

日

所属
部門

事務事業 建築物耐震化 進事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

橋本 直樹課長

予算
科目

会計区 款 項

称

耐震診断 耐震改修 相談 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

勝尾 由記子

耐震改修 進法

棟耐震改修 必要 特定建築物

単

戸耐震改修 必要 宅

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

特定建築物 耐震改修率 推計 ％

無

称

宅 耐震改修率 推計 ％

度

.

目標

度

,
, ,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

耐震診断 耐震改修等 進 地震 建築物 倒壊被
害 未然 防

計 宅及び特定建築物 多数 民 利用 施設 成 ０
度 耐震化目標 ５％

耐震診断 耐震改修 必要 宅 建築物 所 者
耐震診断 耐震改修 必要 宅 建築物
芽室 行政区域 全域

棟

目標目標
度度

予算 目標単 度
◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

耐震改修 た特定建築物

戸

称

耐震改修 建替 解体 た 宅

 . 事務事業 開始 た背

％

 .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標  

成 度 発生 た熊本地震 震度 地震 度観測
地震 異 状況 多く 宅 倒壊 た 国 建

築物 耐震化 新た 知見や対策 示さ 予想さ
民 中 耐震化 意識 高 無料耐震診断や補助制度 利用

制度開始時 増加 い

近 大規模地震 各地 頻発 い 芽室
い 大規模地震 発生 あ た

民 対 耐震改修 重要性 緊急性 い 積極的
及啓発 行う 耐震改修 対 支援制度 充実

さ 必要 生 た

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

戸

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

.成果 向 余地

 .改革 改善 期待成果

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

事務事業 成果指標 さ
伸ば

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

耐震改修 進法 地方公共団体 耐震診断及び耐震改修 進 図 さ い

耐震改修 進法 耐震改修 必要 建物 定 い た 大 縮小 い

建築物耐震化 進事業 建築

倒壊被害 民 生命及び 産 対 被害 未然 防 く 耐震改修率
向 期待 い

目的 持 他 事務事業 いた 統廃合 い

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

耐震改修等 要 費用 応 補助金 設定 い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

○

維持

芽室 耐震改修 進計 見直 行い 所 建築物や民間 所 多数利用建築物
耐震化 進 た 施策

  成 度 建築技術職員 新規採用 たた 耐震診断講習会 積極的 参加 キル
アップ 図

削減

向

コ ト

増加

予算増大

成
果

維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

建設都市整備課

度

組

度

降

組

耐震改修補助制度 周知 大 図 耐震化率 更 向 図

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

件

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

成 開発許可 係 権限 一部 移譲さ た 将来的 権限
全 移譲さ 可能性 あ

離農 市街 調整区域 農家 宅 一般 宅 用途変更 増加
予想さ

成 ５ 海 知事 権限移譲 事務事業
開始 た 成 度 組織機構 見直 開発調
整係 廃 さ 建築係 当事務 行う た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

ｈａ .
成果指標

都市計 法 技術基準 適合 う 敷地 造成 行う
開発許可 要 あ 証明書 発行

許可申請 行う開発行為者及び建築主 個人 法人 企業 他 団体

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

技術基準 沿 た造成 行わ 良好 都市計 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

都市計 法 証明書 交付請求

件

称

都市計 法 許可申請

,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

△ ,
,

,,

,

,

.

目標

度

△ ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

許可 開発さ た区域 ｈａ

度

人申請 た個人

単

団体申請 た法人 企業

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

関係課 調整会議 回

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

山 大樹

都市計 法

所属
部門

事務事業 開発行為 許可事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

橋本 直樹課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
建設都市整備課 建築係

日

都市計 法 開発行為等 申請 あ た場合 関係課 協議
行い許可 行う 市街 調整区域 農家 宅 一般 宅 用途変更
や 新築 許可 行う

総合
計
体系

開発行為 許可事務

回申請者 事前協議

施策

都市空間 整備 効 土地利用 推進

法 根

効 土地利用 推進

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 支え ち く

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 △ ,

 

 

 人工数 業務量

活動指標 回
回

人件費計

団体
対象指標 人

 件



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

成 度 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

開発許可 都市計 法 基 く多項目 及ぶ技術的審査や関係課 綿密 協議 要求さ
開発地域 協議先 増えた 開発手法 変更 予想さ た 業務時間 縮

減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

都市計 法 基 く許可事務 あ 廃 休 い
目的 持 他 事務事業 いた 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

建設都市整備課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

○

維持

開発許可 関係課 水 課 農林課 消防課 情報共 図 相談 許可 効率的 行う
市街 調整区域 建設相談 い 法 規制 説明 効 土地利用 推進
開発許可 関係課 水 課 農林課 消防課 工事前 中間段階 現場確認 行う
市街 調整区域 建築物 把握 た場合 適宜指 行う 削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

建築係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

都市計 法 開発許可 都 府県知事 行う い 芽室 成 ５ 知事 権
限移譲 い

都市計 法 許可対象 規模 定 い た 大 縮 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

許可 要 費用 申請者 手数料 徴 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

開発行為 許可事務


